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 競争入札における落札者の決定に当たっては、単に価格だけによるのではなく、価格以外の条件

についても評価し、当該地方公共団体にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札者と

する総合評価方式を導入することを、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」(平成１７年４

月施行)及び「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」（平成１８年５

月閣議決定）では求められています。 

 また、全国知事会による「都道府県の公共調達改革に関する指針（緊急報告）」にあっては、総

合評価方式の拡充とともに、一般競争入札の拡大が求められており、これに伴う不良不適格業者の

排除や品質の確保の課題を解決する方策としても、総合評価方式の導入が必要とされています。  

 このため、福岡県において、総合評価方式を実施するにあたり、所定の事務手続きに必要な規程

の整備を図るため、新たに「福岡県建設工事総合評価方式実施要領」及び「福岡県における総合評

価方式（簡易型・標準型）活用ガイドライン」が制定され、平成１９年１０月１日から一定規模以

上の工事を対象に総合評価方式により落札者を決定する一般競争入札が導入されることとなりま

したので、今回の制定の趣旨を十分理解され、適正な事務処理を行ってください。  

 なお、総合評価方式による一般競争入札の試行については、別途通達することとしておりますの

で申し添えます。 

 上記のとおり命により通達します。 

 



福岡県建設工事総合評価方式実施要領  

 

 

  （趣旨） 

第１条 この要領は、県が発注する工事の請負契約において、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号）第１６７条の１０の２の規定に基づき、総合評価方式により実施する場合の事務処理

について必要な事項を定める。 

 

  （対象工事） 

第２条 本要領の対象となる工事は、５千万円以上の建設工事とする。ただし、技術的な工夫の余

地がほとんどないもの及び特に急施を要するものについてはこの限りではない。  

 

  （技術審査委員会） 

第３条 次に掲げる事項の審査のため、関係各部に技術審査委員会を設置する。 

（１）総合評価方式による入札を行うことの適否 

（２）評価の方法及び技術評価の基準（以下「落札者決定基準」という。）  

（３）落札者の決定 

 

  （総合評価技術委員会） 

第４条 前条の審査を行うに当たっては、福岡県総合評価技術委員会の意見を聴かなければならな

い。 

 

  （総合評価の方法及び形式） 

第５条 総合評価は、標準点に技術評価における評価項目ごとの得点の合計点である加算点を加え

たもの（以下「技術評価点」という。）を当該入札者の入札価格で除す次式で得られた評価値を

もって行うものとする。 

      技術評価点 ＝ 標準点 ＋ 加算点 

      評 価 値 ＝［技術評価点(標準点＋加算点)］／［入札価格］ 

２ 総合評価の形式は、次のとおりとする。 

（１）簡易型 

      技術的な工夫の余地が小さい工事において、簡易な施工計画や過去の同種・類似工事の経験、

工事成績等に基づく技術力と入札価格を総合的に評価することが妥当と判断される工事を対

象とし、入札参加希望者から提出された施工計画及び施工実績等により技術力を評価する。  

（２）標準型 

      技術的な工夫の余地が大きい工事において、ライフサイクルコスト、工事目的物の性能の向

上、安全対策、交通・環境への影響、工期の縮減等の観点から技術提案を求め、入札価格と総

合的に評価することが妥当と判断される工事を対象とし、入札参加希望者から提出された施工

計画、施工実績及び技術提案等により技術力を評価する。 

 

  （技術評価の基準） 

第６条 技術評価の基準は、次のとおりとする。 

（１）評価項目 

      評価項目は、総合評価方式の形式及び工事の目的・内容により必要となる技術的要件等に応

じ設定するものとする。 

（２）得点配分 

      各評価項目に対する得点配分は、その必要度、重要度に応じて定めるものとする。  

 

 



  （入札公告等に示す事項） 

第７条 総合評価方式により入札を行う場合、公告及び入札説明書により、次に掲げる事項を明示

するものとする。 

（１）総合評価方式による入札であること。 

（２）落札者決定基準 

（３）技術評価の評価項目及び配点に関すること。  

（４）技術提案等が適正と認められなかった場合、その理由について説明を求めることができるこ

と。 

 

  （技術提案書等の提出） 

第８条 入札参加希望者は、第５条第２項に規定する総合評価の形式に従い、施工計画、施工実績

又は技術提案等（以下「技術提案書等」という。）を提出するものとする。なお、技術提案によ

る施工が適正と認められない場合又は発注者が仕様書等において示した標準案（以下「標準案」

という。）により施工しようとする場合は、標準案により施工を行うことを示す資料を提出する

ものとする。 

２ 技術提案書等については、次のように取り扱うものとする。  

（１）技術提案書等の作成等に要する費用は、入札参加希望者の負担とする。  

（２）技術提案書等の返却及び公表は原則として行わないものとする。  

（３）技術提案書等の提出後における提案内容の変更は認めない。 

３ 次の場合は、入札参加資格について欠格、または入札を無効とする。  

（１）技術提案書等が提出されない場合 

（２）技術提案書等の内容が不適当な場合 

（３）技術提案書等が不採用の場合に、標準案により施工する旨の意思表明がない場合  

 

  （欠格の通知） 

第９条 第８条第３項に該当して欠格となる場合は、入札参加確認通知書により通知する。  

 

  （技術提案書等が適正と認められなかった場合の理由の説明）  

第１０条 前条により入札参加資格が欠格または入札が無効とされた者は、技術提案書等が適正と

認められなかった理由の説明を求めることができる。 

２ 前項の説明を求めることができる期間は、入札参加資格の欠格の場合、契約担当者が入札参加

確認通知を行った日の翌日から起算して５日間（休日を除く）以内、また入札の無効の場合、契

約担当者が入札結果の公表を行った日の翌日から起算して５日間（休日を除く）以内とする。  

３ 手続きは、「福岡県建設工事における入札・契約の過程に係る苦情処理手続き要領」（平成１

４年１２月２４日１４管行第１３６号の２総務部長依命通達）を準用する。  

 

  （落札者の決定） 

第１１条 入札価格が予定価格の制限の範囲内で有効な入札を行った者のうち、第５条第１項に規

定する評価値の最も高い者を落札者とする。ただし、評価値の最も高い者が２者以上あるときは、

くじにより落札者を定めるものとする。 

 

  （技術提案の保護等） 

第１２条 技術提案については、提案以後の工事において、その内容が一般的に用いられているも

のと認められる場合は、無償で使用できるものとする。ただし、工業所有権等の排他的権利を有

する提案についてはこの限りでない。 

２ 技術提案書等を適正と認めることにより、設計図書で施工方法を指定しない部分の工事に関す

る受注者の責任が軽減されるものではない。 

 

 



  （その他） 

第１３条 本要領に定めのない事項及びこれにより難い事項については、必要に応じて別に定める

ものとする。 

 

   附 則 

 この要領は、平成１９年１０月１日から施行する。ただし、第２条に規定する対象工事として実

施することが特に困難と認められる工事にあっては、当分の間、この要領を適用しないことができ

る。 

 

   附 則 

 この要領は、令和５年４月１日から施行する。 


